
 

 

＜別紙１＞ 

地域包括支援センター職員の資格要件等について 

 

１ 保健師その他これに準ずる者 

「その他これに準ずる者」とは、「経験のある看護師」です。また、「経験のある」とは、「地域ケア、

地域保健等の経験の趣旨であり、病棟経験や急性期医療の経験の趣旨ではない」とされており、「高齢

者に関する公衆衛生業務経験を１年以上有する者」とされています。 

なお、看護師には准看護師は含まれないものとなっています。 

 

２ 社会福祉士その他これに準ずる者 

「その他これに準ずる者」とは、「①福祉事務所※１の現業員等の業務経験が５年以上又は②介護支援

専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、③高齢者の保健福祉に関する相談援助業務に３年以上従事し

た経験を有する者」とされています。 

 

３ 主任介護支援専門員その他これに準ずる者 

「その他これに準ずる者」とは、次の「いずれかに該当する者」とされています。 

(1) 「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」（平成 14 年４月 24 日付け

老発第 0424003 号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー研修を修了した者

であって、介護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介

護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者 

 

(2)  地域包括支援センター（以下「センター」という。）が育成計画を策定しており、センターに現

に従事する主任介護支援専門員の助言のもと、将来的な主任介護支援専門員研修の受講を目指す介

護支援専門員であって、介護支援専門員として従事した期間※２が通算５年以上である者 

なお、ここでいう育成計画については、様式の定めはありませんが、決められた内容※３を記載す

ることとし、当該育成計画を策定した際は、市町村に報告することになっています。 

 

※１：「福祉事務所」とは、横浜市においては「福祉保健センター」となっているため、通常、職員を募

集する場合は、①に該当しない可能性が多いため注意をしてください。 

※２：介護支援専門員として従事した期間の換算の際は、専従・兼務、常勤・非常勤等の雇用形態は問わ

ないものとし、当該期間には育児休業、介護休業等の期間を含めても差し支えないこととします。 

※３：育成計画には次の内容を記載することになっています。 

ア 主任介護支援専門員研修の受講予定日 

イ 助言を行う主任介護支援専門員（以下「助言担当者」という。）の氏名 

ウ 助言担当者が行う主任介護支援専門員として必要な知識や技術を修得するための支援等の内容

（定期的な面談、同行訪問の実施、当該職員が担当するケースに関する検討・振り返り等） 

エ その他センターが必要と認める事業 



 

 

また、募集しても主任介護支援専門員の応募がなく、主任介護支援専門員の欠員が生じることが明ら

かな場合は、主任介護支援専門員の欠員による地域包括支援センターの市民サービス低下を避けるた

め、暫定措置として、直近の「主任介護支援専門員研修」受講を条件として、 受講資格を有する者（介

護支援専門員としての実務経験５年以上など）の配置を認めることとします。 


